(別添様式１－１)

平成23年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：主要農作物対策費

	事業名:米・麦・大豆等生産販売推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　水田農業担当　電話番号：058-272-1111（内2867）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,600千円（前年度予算額：2,600千円）

	事業内容


	１　事業の内容


土地利用型作物の総合的な振興方策について検討し、食料自給率の向上を図る。
(１)需要に即した米の生産及び販売促進
①ハツシモについては、ぎふクリーン農業の生産拡大のため、栽培体系の普及推進、
食味値の向上を図る。
②コシヒカリについては、品質向上対策とともに、低コスト化を推進。
③県産米の良食味をＰＲするために食味分析を実施。
④県産米の需要拡大を図るために、県内企業の食堂へ県産米使用を呼びかけ、県産米の販売を促進する。
(２)需要に即した麦の品質向上及び生産拡大対策　
①新品種・品質向上技術の普及拡大に伴う品質分析及び加工適性評価を実施。
②岐阜県麦民間流通地方連絡協議会へ参画し、生産者と実需者連携を支援するととも
に、麦作振興にニーズを反映させる。
 (３)　大豆の生産安定対策及び需要拡大対策
①新技術の普及拡大により、大豆生産の安定性を向上させる。

②県産大豆を使用した大豆加工評価、品質分析を実施。
③大豆生産販売協働推進会議等を開催し、実需者への情報提供を図る。

	２　所要経費


(１)需要に即した米の生産及び販売促進　　　　　　784
(２)需要に即した麦の品質向上及び生産拡大対策　1,237
(３)大豆の生産安定対策及び需要拡大対策　　　　　579
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　２儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　・市場等のニーズや新たな技術を生産に反映させる仕組みづくりを行う
	２　これまでの取組状況


　県内の米作付面積は平成２２年産が24,900ha(対前年200ha増)となった。品質の高位安定化のために、県内に２０ヶ所の現地調査ほを設け、栽培方法について検討している。

県内の麦作付面積は平成２２年産が3,090ha(対前年90ha増)となった。生育調査、赤カビ病対策、県内に１０８ヶ所の現地調査ほを設け分析を実施し、品質の高位安定化に向けた取り組みを実施。
県内の大豆作付面積は平成２１年産が2,660ha(対前年30ha減)となった。生育調査、
県内４ヶ所のビーンセンターから品質分析を実施し、品質の高位安定化に向けた取り組みを実施。

	３　これまでの取組に対する評価


米は、作付面積の減少傾向に歯止めがかかっている。品質については、出穂期の高温および斑点米カメムシによる被害を主な理由として、等級が下がっている。

麦は、増産傾向で、小麦の1等比率も上がり過去に比べると品質は向上している。
大豆も、増産傾向で、品質面では平成２０年産より改善した。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,600

	要求額
	2,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,600

	1月15日時点査定額
	2,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,600

	決定額
	2,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,600


